
総務部財政課 内線2092

令和元年度３月専決補正予算案（一般会計）のフレーム
（３月３１日付け地方自治法第１７９条に基づく知事専決処分）

（単位 百万円）

歳 出 歳 入

・職員給与費 △１,１０８ ・地方譲与税 △１３２

・補正前 2,194.8億円→補正後 2,183.7億円 ・地方揮発油譲与税等の交付額決定

・公共事業（補助・単独） △７,４１９ ・地方特例交付金 △３２３

・国補正予算の確定による増額 ８,５５５ ・子ども・子育て支援臨時交付金の交付額決定

・災害復旧費の確定による減額等△１５,９７５

・地方交付税 １,０８３

・就職氷河期世代就職支援 １６ ・特別交付税の交付額決定

・国補正予算を活用し、就職氷河期世代の就職

支援を実施 ・国庫支出金 △６,７６４

・補助金等の交付額決定

・その他の不用額等 △７,９６５

・事業費の確定に伴う減額等 ・繰 入 金 △６,５２５

・財政調整基金繰入金 △６,１３７

（補正前 73.5億円→補正後 12.2億円）

※財政調整基金、減債基金の年度末残高

(見込)合計

H30末 138億円 → R元末 139億円

R２末(見込) 108億円

・その他の繰入金 △３８８

・県 債 △３,２１９

・退職手当債 △２００

（補正前 19億円→補正後 17億円）

・減収補てん債 △６００

（補正前 72億円→補正後 66億円）

・その他の県債 △２,４１９

※R元年度県債最終予算額 1,394.2億円

（参考：Ｈ30年度 1,119.1億円

Ｈ29年度 1,225.9億円）

・そ の 他 △５９６

計 △１６,４７６ 計 △１６,４７６

※ 補正後の最終予算額 ７８８,７５６百万円（対前年度比 １０６.８％）

（平成３０年度最終予算額 ７３８,７５０百万円）


